様式第１号の４

事　業　計　画　書


１　事業の目的



２　事業実施の背景・必要性



３　事業実施により期待される効果



４　実施予定事業及び補助金申請額
	事業内容
	取組の種類
（１～６）
	完了予定年月日
	県補助金（円）
	根拠
資料

	
	
	
	対象事業費
	補助申請額
	

	[bookmark: _Hlk17734072]（１）
	
	
	
	
	

	（２）
	
	
	
	
	

	（３）
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


· 実施する事業内容ごとに記載すること。
· 取組の種類については、別表１の取組の種類（１～６）から該当するものを全て選択すること。
· 申請額計≦対象事業費計×0.5（補助申請額の合計が補助上限額を超える場合は、補助上限額以下となるように事業ごとの補助申請額を調整すること。）
· 補助申請額の合計額に千円満の端数がある場合には切り捨てること。
· 対象事業費が分かる根拠資料を添付し、資料ごとに番号を付し、「根拠資料欄」にその番号を記載すること。（根拠資料の例：発注書、納品書、請求書等）
· 適宜、行を追加してください。
